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環境影響評価関係資料 

１ 環境影響評価実施状況一覧表 

（平成25年度） 

根拠 件 名 事業種類 場 所 実施内容 

環
境
影
響
評
価
法 

扇島パワーステーション 
事業用電気
工作物（発電
用）の設置 

鶴見区、神
奈川区、西
区、中区、
南区、保土
ケ谷区、磯
子区、港北
区、都筑
区、川崎
市、東京都

事後調査計画書（３号機）の
公告 
 
事後調査報告書（１号機、２
号機供用時 一般排水追加調
査）の公告 

高速横浜環状北西線 道路の建設 

神奈川区、
保土ケ谷
区、港北
区、緑区、
青葉区、都
筑区 

事後調査計画書の公告 
 
着手届出書の提出 

相鉄・東急直通線 
普通鉄道の
建設 

神奈川区、
保土ケ谷
区、港北区

事後調査計画書の公告 
 
着手届出書の提出 

中央新幹線（東京都・名古屋市間）
新幹線鉄道
の建設 

青葉区 

準備書・準備書資料編・準備
書環境影響評価環境図・要約
書の公告・縦覧 
 

意見概要・見解の公告・縦覧 
 
審査会諮問・答申 
 
市長意見の公告・縦覧 

横
浜
市
環
境
影
響
評
価
条
例 

シンシア横浜 R・C センター建設
事業 

廃棄物処理
施設の建設 

磯子区、金
沢区 

事後調査結果報告書（供用時
その２）の公告 

（仮称）上郷開発事業 
開発行為に
係る事業 

港南区、栄
区 

修正届の提出 

相鉄・JR 直通線 
鉄道及び軌
道の建設 

神奈川区、
保土ケ谷
区、旭区 

事後調査結果報告書（工事中
その３）の公告 

（仮称）JFE 環境㈱横浜エコクリ
ーン建設事業 

廃棄物処理
施設の建設 

鶴見区、神
奈川区、中
区、港北
区、川崎
市、東京都
大田区 

事後調査結果報告書の公告 
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（平成25年度） 

根拠 件 名 事業種類 場 所 実施内容 

横
浜
市
環
境
影
響
評
価
条
例 

鶴見川多目的遊水地土壌無害化
処理事業 

廃棄物処理
施設の建設 

港北区 
事後調査結果報告書（最終版）
の公告 

（仮称）横浜駅西口駅ビル計画 
高層建築物
の建設 

神奈川区、
西区 

事後調査計画書（解体工事）
の公告 
 
事後調査結果報告書（解体工
事）の公告 

（仮称）みなとみらい 21 中央地
区 37 街区Ⅱ期棟計画 

高層建築物
の建設（第２
分類事業） 

西区 

計画段階配慮書の公告・縦覧 
 
審査会における意見聴取 
 
配慮市長意見書の作成、公
告・縦覧 
 
第２分類事業判定に係る諮
問・答申 
 
第２分類事業判定通知（アセ
ス手続不要） 
 
配慮市長意見見解書の公告・
縦覧 

川
崎
市
環
境
影
響
評
価
に
関
す
る

条
例 

（仮称）新川崎Ｆ地区計画 

住宅団地の
新設（第１種
行為） 
 
大規模建築
物の新設（第
１種行為） 

川崎市、鶴
見区 

事後調査報告書（工事中その
１）の写しの縦覧 
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２ 横浜市環境影響評価条例 手続の流れ 

（横浜市環境影響評価条例の対象となる事業） 
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①審査会 

 市長の諮問に応じ、環境影響評価、事後調査その他の手続

に関する事項を調査審議させるため、横浜市環境影響評価審

査会（審査会）を設置しています。審査会は、市長が任命す

る20人以内の学識経験者で構成されます。 

②配慮書（計画段階配慮書） 

第１分類事業又は第２分類事業を実施しようとする計画段

階事業者は、事業の計画を立案するにあたり、環境への配慮

が必要な事項について、環境配慮指針に従って行った計画段

階配慮の内容を具体的に示した図書である計画段階配慮書を

作成し、市長へ提出します。 

③公告・縦覧 

 公告とは、横浜市が市民のみなさまへ広くお知らせするこ

とをいい、横浜市報（原則として毎月５日、15日、25日に発

行）に情報を掲載します。公告の日から条例で決められた期

間、横浜市環境創造局環境影響評価課と関係区役所にて、該

当の図書等を自由に見る（縦覧する）ことができます（貸出

も可）。 

 その他、配慮書、方法書、準備書については、原則「広報

よこはま」にも縦覧のお知らせを掲載します。また、主な図

書や市長意見は、縦覧期間をこえて横浜市環境アセスメント

のホームページなどで公表します。 

④環境情報提供書 

 配慮書について環境の保全に関する情報（環境情報）をお

持ちの方は、配慮書の縦覧期間（公告の日から15日間）内に、

市長に環境情報提供書を提出することができます。市長は、

提出いただいた環境情報提供書の写しを、計画段階事業者へ

送付します。 

⑤配慮市長意見書 

 市長は、お寄せいただいた環境情報に配意すると共に審査

会の意見を聴いた上で、配慮書についての環境の保全の見地

からの意見書（配慮市長意見書）を作成し、計画段階事業者

へ送付します。 

⑥判定の手続 

第２分類事業を実施しようとする者は、市長へ判定届出書

を提出します。市長は、規則で定める基準に従って、第２分

類事業について、環境影響評価等の実施が必要か否かの判定

を行い、その結果を届出者に通知します。市長は、判定を行

うにあたり審査会に諮問します。  

⑦配慮市長意見見解書 

 第２分類事業の判定の結果、環境影響評価等の実施の必要

がないとされた者は、配慮市長意見書に対する見解を示した

図書である配慮市長意見見解書を作成し、市長へ提出します。 

⑧方法書（環境影響評価方法書） 

事業者は、対象事業の計画内容、環境影響評価を行うにあ

たっての調査・予測の手法などを示した図書である環境影響

評価方法書を作成し、市長へ提出すると共に、対象事業の実

施により環境に著しい影響があると見込まれる地域にお住い

の方々等に対し、方法書の概要をお知らせします。 

市長は、方法書について環境の保全の見地から調査審議させ

るため、審査会に諮問します。 

⑨（方法書）説明会  

事業者は、方法書の内容を周知するための説明会を開催し

ます。どなたでも参加することができます。説明会の開催に

あたっては、事業者が開催日時などを対象地域にお住いの

方々等にお知らせします。 

 

 

⑩（方法書に対する）意見書  

方法書について環境の保全の見地から意見のある方は、方

法書の縦覧期間（公告の日から45日間）内に、市長に意見書

を提出することができます。市長は、提出いただいた意見書

の写しを、事業者へ送付します。 

⑪方法市長意見書  

 市長は、提出いただいた意見書に配意し、方法書について

の環境の保全の見地からの意見書を作成し、事業者へ送付し

ます。 

 事業者は、市民意見や方法市長意見書の指摘等を踏まえ、

環境影響評価項目や調査、予測の手法を確定し、環境影響評

価を実施します。 

⑫準備書（環境影響評価準備書） 

事業者は、実施した環境影響評価の結果等（調査・予測・

評価の結果や環境の保全のための措置、事後調査についてな

ど）を示した図書である環境影響評価準備書を作成し、市長

へ提出すると共に、環境影響評価の結果、環境影響を受ける

おそれがあると認められる地域（対象地域）にお住いの方々

等に対し、準備書の概要をお知らせします。 

市長は、準備書について環境の保全の見地から調査審議させ

るため、審査会に諮問します。 

⑬説明会  

事業者は、準備書の内容を周知するための説明会を開催し

ます。 

⑭（準備書に対する）意見書  

準備書について環境の保全の見地から意見のある方は、準

備書の縦覧期間（公告の日から45日間）内に、市長に意見書

を提出することができます。市長は、提出いただいた意見書

の写しを、事業者へ送付します。 

⑮準備書意見見解書 

 事業者は、提出いただいた意見書についての見解を示した

図書である準備書意見見解書を作成し、市長に提出します。 

⑯意見陳述の手続 

対象地域にお住まいの方や、対象地域内に事務所等がある

方などは、準備書意見見解書の縦覧期間（公告の日から15日

間）内に、審査会に対し、環境の保全の見地からの意見を述

べたい旨を申し出ることができます。審査会で、準備書の調

査審議にあたって必要があると認められる場合には、意見の

聴取を行います。 

※意見陳述の手続は、準備書に対する意見書が提出されな

かった場合には行われません。 

⑰審査書 

 市長は、提出いただいた意見書や事業者の見解に配意し、

準備書についての環境の保全の見地からの意見書（審査書）

を作成し、事業者へ送付します。審査書は、事業者のほか、

当該事業について許認可権を有する者にも送付し、配慮を要

請します。 

⑱評価書（環境影響評価書） 

事業者は、審査書を勘案すると共に市民の方からの意見等

に配意し、準備書の記載事項に検討を加えて、環境影響評価

の最終的な評価をとりまとめた図書である環境影響評価書を

作成し、市長へ提出します。 

⑲事後調査の手続 

事業者は、評価書の記載に基づき、予測結果や評価、環境

保全措置の検証等を目的として事後調査を実施します。実施

にあたっては事後調査計画書を、実施後には事後調査結果報

告書を作成し、市長へ提出します。 
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地籍調査事業関係資料 
 

１ 調査業務 
ア  新規調査 

平成12年度から休止しています。 

(ｱ)  一筆地調査及び測量（１年目） 

 道路・水路・青地・民有地など、土地一筆ごとに現地での調査・測量を実施します。 

(ｲ) 面積測定及び閲覧（２年目） 

 前年度に一筆地調査と測量を実施した地区について、面積の測定と地籍図・地籍簿の作成

を行い、成果の法定閲覧をします。 

(ｳ)  認証及び法務局送付（３年目） 

 成果について、県の認証を得て法務局に送付します。 

    地籍調査作業工程及び手順  

 

〈 １ 年 目 〉 〈 ２ 年 目 〉 〈３年目〉 

  
 計画(A工程) 

･事業計画 

･公示 

 準備(B工程) 

･作業計画 

･器材調達 

 一筆地調査(E工程)

･準備作業 

･一筆毎の調査 

 

 面積測量(G工程) 

 ･一筆毎の面積の測定 

  とりまとめ(H工程) 

 ･地籍簿案の作成 

 ･成果の法定閲覧 

   ･認証 

 ･法務局送付 

  

  三角･多角測量(C･D工程) 

 ･基準点の測量 

  細部図根測量(FⅠ工程) 

 現況・復元測量（FR工程）

一筆地測量(FⅡ工程) 

･境界の測量 

   

 

イ 再調査 

      法務局への地籍調査成果の送付が遅れている地域（未送付地区）について、全筆再調査を実

施し、成果を順次送付します。 

       平成26年度実施地域 

地          域 面積 (k㎡) 

栄区笠間一丁目ほかの各一部  【全筆再調査・１年目】 0.28 

栄区笠間二丁目ほかの各一部  【全筆再調査・２年目】 0.16 

栄区笠間四丁目ほかの各一部  【全筆再調査・３年目】 0.21 

 

２ 管理業務 

   調査が終了した地区の成果品を管理し、閲覧及び証明資料提供と成果に関する相談並びに修正

を行っています。また、旭区市沢町の一部ほか（0.83k㎡）の数値情報化を実施します。 

      地籍調査の実施状況                    平成26年3月31日現在 

項     目 面積（k㎡） 実 施 率 

 市 全 域 面 積      435.21         －   

 法 務 局 送 付 面 積      146.03  市全域の33.6％ 
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平成26年度 環境に関する市民意識調査 結果概要 

１ 調査概要 

 

【目的】 

今後の環境分野の市政運営や政策立案の基礎資料として活用するため、市民の環境に関する

意識や市政に対する満足度、要望等を把握することを目的としています。 

 

【調査方法】 

インターネット調査（登録モニターによるＷＥＢ調査）により実施しました。 

「平成25年中の人口動態と平成26年１月１日現在の年齢別人口」より、人口構成比に基づ

き、性別・年代別・居住区別に割付け、横浜市在住の20歳以上の合計1,000人から回答を得

ました。 

 

【調査期間】 

平成26年8月7日～8月13日 

 

【調査項目】 

35項目について、調査を実施しました（各項目については（２）設問一覧を参照）。 

平成26年度の調査では、平成25年度の調査に引き続き、環境保全の優先度や環境活動への

意欲、災害対策と連携して取り組むべき環境施策などについて調査を行いました。 

 

【調査結果】 

調査結果は横浜市ホームページ（http://www.city.yokohama.lg.jp/kankyo/data/chousa/）

で公表しています。 

（主な項目の結果概要については（３）結果概要を参照） 
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２ 設問一覧 

Ⅰ 環境問題に対する関心と行動  

Q1 横浜の環境の現状についてどのように感じているか 

Q2 横浜の環境は10年前と比べてどのようになったと感じているか 

Q3 市内の環境に関する満足度 

Q4 環境行動の実践状況 

Q5 環境に対する関心や行動 

Q6 関心のある環境問題や環境活動 

Q7 環境行動を実践するうえで難しい点、行動できない、行動しない理由 

Q8 環境に配慮した行動の後押しとなるもの 

Q9 東日本大震災の直後と現在を比較して、省エネの取組状況の変化 

Q10 環境の保全と生活の便利さ・快適さについて考えに最も近いもの 

Q11 環境の保全と家計の負担について考えに最も近いもの 

Ⅱ 地域の環境活動への参加 

Q12 地域の環境活動に参加したいと思うか 

Q13 どのような活動や取組に参加したことがあるか、参加したいと思うか 

Q14 どのような形態の活動に参加したことがあるか、参加したいと思うか 

Q15 どのような機会等があれば地域の環境活動に参加するか 

Q16 地域の環境活動に参加しない、あるいは参加できない理由 

Ⅲ 環境問題に関する情報収集 

Q17 環境問題や環境活動に関して、必要な情報は得られているか 

Q18 環境の情報を得る主な手段は何か 

Q19 横浜市環境創造局で、情報を発信するためにツイッターを利用していることの認知 

Ⅳ 温暖化対策に関する設問 

Q20 家庭でのCO2排出削減・省エネ行動を進める補助ツールの認知 

Q21 風力発電所（ハマウィング）の認知 

Ⅴ 生物多様性に関する設問 

Q22 生物多様性という言葉を知っているか 

Q23 近年、生物多様性の危機が問題として挙げられているが、身近な問題と思うか 

Q24 「ヨコハマｂプラン」について、特に必要と思うもの 

Ⅵ 水と緑に関する設問 

Q25 身近に緑を感じられる環境があるか 

Q26 公園や森林、水辺の広場など身近な自然環境に足を運ぶ頻度 

Q27 緑との関わりや活動について、行っていること、今後行ってみたいこと 

Q28 都市部に緑や水辺が多くないことについて優先的に必要なこと 

Q29 横浜市が住宅用雨水浸透ますの設置に補助金制度を設けていることの認知 

Ⅶ 食と農に関する設問 

Q30 横浜産の農産物を購入したことがあるか 

Q31 農産物直売所やその他の場所で横浜産農産物を購入しようと思う理由 

Q32 市民利用型農園で農作業を体験してみたいと思うか 

Ⅷ 市の環境関連施策の満足度と優先度 

Q33 市の環境に関する取組の満足度 

Q34 今後、横浜市に優先的に取り組んでほしい事項 

Ⅸ 東日本大震災を受けて 

Q35 災害対策として優先的に取り組むべきこと  
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３ 結果概要 

環境に関する意識について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 
Q1. 横浜の環境の現状について、どのように感じていますか？ 
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H22

H23

H24

H25

H26

かなり良好 良好 ふつう 悪い かなり悪い

良い

44.7%

◇「かなり良好、良好」が約45％。 

●横浜の環境が「かなり良好、良好」という回答は４割を超えており、経年変化を見て

もほぼ同様の割合で推移しています。また、「悪い、かなり悪い」という回答は1 割程

度で推移しています。 

●全体の７割近くの人が「生活の便利さ・快適さ」よりも「環境の保全」を優先すべき

と回答しているのに対し、20 代のみでは1 割以上低くなりました。若い世代への環境

保全の意識啓発を重点的に進めていく必要があります。 

●関心のある環境問題 の上位3 つは「空気の汚れ（大気汚染）」「河川や海の汚れ（水質

汚濁）」「食の安全や食育」となりました。 
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Q10. 環境の保全と生活の便利さ・快適さの優先度は？ 

 

 
 

 
 
 

Q6. 関心のある環境問題や環境活動は何ですか？（複数回答） 経年変化 
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20代

30代

40代

50代

60代

環境の保全を優先すべきだ

環境の保全を優先しつつ、生

活の便利さ・快適さもある程
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生活の便利さ・快適さを

優先しつつ、環境の保全

にもある程度配慮したい

便利で快適な生活

を優先すべきだ

環境の保全を優先

67.1%

環境の保全を優先

55.0%
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◇「環境の保全を優先」が全体では 67％、20 代では 55％。 

◇「空気の汚れ（大気汚染）」「河川や海の汚れ（水質汚濁）」「食の安全や食育」が上位3 つ。 
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環境行動の実践状況について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Q5 環境に対する関心や行動（環境行動・地域や環境活動団体の環境活動）で最も近いものは？ 

 

 

※平成26 年度から設問に行動の説明（環境行動・地域や環境活動団体の環境活動）を追加しています。 
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3.2
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2.2

43.2 

35.0 

35.5 

36.5 

39.4 

43.9 

44.3

54.3

56.3

55.3

52.7

47.6

9.8

7.5

6.3

5.4

6.1

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26

H25

H24

H23

H22

H21

関心があり、地域

や活動団体で環境

活動を進めている

関心があり、個人ででき

る行動をしている

関心はあるが、

特に何もしていない まったく関心がな

い

●環境行動の実践状況は、「関心はあるが、特に何もしていない」という回答が4 割以上

ありました。 

●環境行動をするうえで難しい点は「何をすればよいかわからない、どのような行動が

あるのかわからない」という回答が最も多くなりました。 

●環境行動を進めるための後押しとなるものは「経済的な効果が期待できること」「自分

の行動が環境に貢献していることが目に見えて実感できること」という回答が多くあり

ました。環境行動の種類や、環境行動による経済面・環境面の効果を分かりやすくする

取組が環境行動を推進するうえで重要となっています。 

◇「関心はあるが、特に何もしていない」が 44％。 
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Q4. 環境にやさしい生活をするために実践していること（環境行動）はありますか？また、東日

本大震災の前と比較して、日常生活において意識や行動に変化はありましたか？ 

 

67.4 

57.1 

62.1 

61.1 

15.8 

72.3 

43.3 

52.2 

26.2 

12.0 

44.7 

90.8 

68.5 

72.6 

68.2 

77.0 

83.8 

19.0 

20.6 

14.5 

11.0 

5.5 

13.0 

9.0 

8.3 

10.1 

4.4 

9.2 

4.0 

8.2 

10.5 

10.5 

6.7 

5.0 

13.6 

22.3 

23.4 

27.9 

78.7 

14.7 

47.7 

39.5 

63.7 

83.6 

46.1 

5.2 

23.3 

16.9 

21.3 

16.3 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭で省エネルールをつくり、

電気やガス、水のムダづかいに気をつける

エネルギー効率のよい製品等を

選択して購入する

自家用車の利用を減らし、公共交通機関の

利用や徒歩や自転車での移動を増やす

車に乗るときは、

エコドライブに気をつける

太陽熱やヒートポンプ技術を利用した給湯設備、

太陽光を利用した発電設備などを自宅に設置する

クールビズやウォームビズなど、

適温冷房・適温暖房にあわせた服装を選択する

緑のカーテンを取り入れたり、

生け垣や庭、ベランダなどで緑を育てている

近くの川や公園・森や里山などに

出かけ自然環境に触れ合う

水辺や緑の保全と創造のための

募金などに応じる

雨水浸透ますや雨水貯留タンクを設置する

横浜産の野菜や果物を選んで買う

ごみは分別して出す

資源を大切に使うためにも

なるべく使い捨てのものは使わない

買い物では商品の過剰な包装は断っている、

あるいはレジ袋をなるべくもらわない

環境にやさしい原材料を使用した製品や

リサイクルしやすい製品などを選んで買う

自動車の運転や音響装置の使用にあたって、

騒音を出さない

食用油を排水溝（下水）に流さない

震災前から

実践している
実践していない

震災を契機に実

践している

参考 
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（経年変化） 
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ベランダなどで緑を育てている

52.2 

52.1 

51.9 

55.0 

8.3 

8.7 

8.9 
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Q7 環境行動を実践するうえで難しい点、行動できない、行動しない理由は？ 
 
 
 

 
 

 

Q８ 日常生活の中で環境に配慮した行動をさらに進めるにあたって、後押しとなるものは？ 
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◇「経済的な効果が期待できること」が 24％、「自分の行動が環境に貢献していることが目に見えて実

感できること」が 22％。 

]

◇「何をすればよいかわからない、どのような行動があるのかわからない」が 34％。 
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地域の環境活動への意識について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Q12. 地域の環境活動に参加したいと思いますか？ 

 

 
 

 

Q15. どのような機会等があれば地域の環境活動に参加しますか？ 

 

 

 

※Q12 で「機会があれば参加したい」「参加したいと思うが参加できない」と答えた方のみ回答 

 

 

  

2.9 40.2 25.3 5.6 26.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加している 機会があれば参加したい
参加したいと思う

が、参加できない
参加したことはある

が、今はしていない

参加したいと

は思わない

地域の環境活動に参加したい

65.5%

32.8 8.7 37.3 16.5 4.0 0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時間に余裕がある
家族や仲間の協

力が得られる

興味のある活動が自

分の近くで行われて

いる

どこでどのような

活動が行われてい

るか分かる

参加の仕方な

どを窓口等で

相談できる その他

◇「興味のある活動が自分の近くで行われていれば、参加したい」が37％、「どこでどのような活動が行

われていれば」が 17％。 

◇「地域の環境活動に参加したい」が66％。 

●地域の環境活動に参加しておらず、「機会があれば参加したい」方が40%、「参加した

いと思うが参加できない」方が25％、合わせて65％いました。この回答をした方に、

どのような機会があれば地域の環境活動に参加するか伺ったところ、「興味のある活動

が自分の近くで行われている」「どこでどのような活動が行われているかわかる」とい

う回答が多くありました。環境活動の内容や実施場所についての情報の周知が参加者増

加の足掛かりになると考えられます。 

●興味のある環境活動は、「花や緑を育てる活動」「公園・道路などの清掃活動」が最も

多くなりました。 
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Q13 どのような活動や取組に参加したことがあるか、参加したいか？ 
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◇「花や緑を育てる活動」「公園・道路などの清掃活動」が高い。 
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市の取組に対する満足度について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q33. 横浜市が現在行っている環境に関する取組について、どのように感じますか？ 
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地球温暖化防止への取組

水の循環機能の強化
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郊外部のまとまった緑の保全

環境教育・環境学習の推進

公園や道路、河川沿いの緑の保全・創出

環境配慮型製品の普及

環境活動への支援、協働

道路整備や再開発事業等における環境配慮

生物多様性の保全、再生、創造

技術開発、調査研究

次世代自動車の普及

農地の保全

都心臨海部など市街地での緑の創出

情報の周知

不十分 やや不十分 やや実施 十分実施その取組を知らない

環境に関する情報発信 

●横浜市の環境取組に対する満足度を聞いた設問では、「情報の周知」で「やや不十分、

不十分」という回答が最も多くなっており、一層の取組が必要です。 

●「情報の周知」については、環境に関して必要な情報が得られているかという設問で

も「得られていない」という回答が76％にのぼり、重要な課題であることが分かりま

す。環境の情報を得る手段としては、「テレビ」が全年代で多く用いられているほかに、

「新聞、公共機関の広報誌・パンフレット」は年代が高いほど多く、「ソーシャルメデ

ィア」は年代が低いほど多い傾向があります。各世代が身近に接する媒体を効果的に活

用して情報発信する必要があります。 

満足度の低い取組 

●「都心臨海部など市街地での緑の創出」「農地の保全」でも「やや不十分、不十分」の

回答が多くなっているほかに、優先的に横浜市に取り組んでほしい事項 として「公園

や道路、河川沿いの緑の保全・創出」が筆頭となっていることから、緑に関する取組の

ニーズが高いことがうかがえます。 

◇「不十分」「やや不十分」の合計の上位 3 つは、「情報の周知」「都心部など市街地での緑の創出」「農地

の保全」。 
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Q17. 環境問題や環境活動に関して、必要な情報は得られていますか？ 
 

 

 
 

Q18. 環境の情報を得る主な手段は? 
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20 代 24.2  11.4  47.7 5.4  20.8  16.1 8.7 2.7 18.1 10.1 3.4  2.7  ‐ 17.4

30 代 25.9  16.8  48.2 9.1  31.5  20.8 11.2 5.1 13.7 14.7 4.6  3.0  1.5 9.6

40 代 35.7  8.7  41.5 7.2  37.7  19.8 7.7 3.9 10.1 8.2 5.8  2.9  2.9 15.0

50 代 37.5  15.1  52.0 7.2  46.7  22.4 11.8 5.9 10.5 12.5 5.3  4.6  2.0 9.9

60 代以上 48.8  10.2  45.4 85  63.4  19.7 5.8 8.8 4.1 11.2 14.2  4.7  1.4 6.8

◇「情報を得られていない」が 76％。 

◇「テレビ」が 47％、「国や県、横浜市の広報誌・パンフレット」が 43％。 
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Q３４ 今後、横浜市に優先的に取り組んでほしいことは？ 
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◇「公園や道路、河川沿いの緑の保全・創出」が最も多く 35％。 
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地球温暖化対策について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q6. 関心のある環境問題や環境活動は何ですか？（複数回答）  
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◇「地球温暖化」が 57％。 

地球温暖化の関心と行動 

●地球温暖化については、約 6 割の人々が関心を持っています。この環境問題は毎年関

心の高い項目の１つとなっています。環境にやさしい生活をするために実践しているこ

とのうち、「電気やガス、水のムダづかいに気をつける」「クールビズやウォームビズ」

などの実践率が 8 割を超えており、日常生活の中でも地球温暖化対策に貢献する取組

が実践されていることが伺えます。 

ハマウィングの認知度 

●再生可能エネルギーの利用促進や地球温暖化対策の一環として、そして、環境行動都

市の実現に向けて、市民一人ひとりが具体的行動を起こす契機となることを目的として

横浜市が設置している風力発電所（ハマウィング）を横浜市の事業で設置していること

の認知度は18％にとどまっています。地球温暖化の関心が高いことを利用して、ハマ

ウィングの意義とともに地球温暖化対策の取組を広報していく必要があります。 

参考 
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Q34. 横浜市に優先的に取り組んで欲しい取組（3 つ選択） 
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Q4. 環境にやさしい生活をするために実践していること（環境行動）はありますか。また、東日

本大震災の前と比較して、日常生活において意識や行動に変化はありましたか？（抜粋）（実

践を始めた時期を問わず、「実践している」・「実践していない」で表記） 

 

 

 
 

 

Q21. 風力発電所（愛称「ハマウィング」）の認知 
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◇「電気やガス、水のムダづかいに気をつける」「クールビズやウォームビズ」などの実践率が８割超。 

◇横浜市の事業として「ハマウィング」を知っている人は 18％。 
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生物多様性について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生物多様性の認知度 

●生物多様性という言葉の認知度は、「よく知っている、ある程度知っている」という回

答は約 4 割とやや頭打ちになっている状況です。世代別では、20 代の約 5 割の人が

知っていると回答しており最も多くなっています。 

生物多様性の危機の認識 

●生物多様性の危機を身近な問題と思っている割合は約7 割を占めており、特に50 代、

60 代以上で高くなっています。一方で生物多様性という言葉の認知度が最も高かった

20 代は、身近な問題ととらえている割合が他の世代よりも低い状況です。年代を考慮

して広報する内容を変えるなど工夫をすることが必要です。 

生物多様性の保全に必要な取組 

●生物多様性を守るために特に必要と思う横浜市の取組として、「生き物のすむ川、水辺

の整備」「外来生物への対策」「都市部の緑の創造」といった回答が過年度から上位にあ

がっており、引き続き必要とされる取組となっています。 
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Q22. 生物多様性という言葉を知っていますか？ 

 

 
 

（経年変化）※平成26 年度から選択肢を一部変更しました。 
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◇「よく知っている、ある程度知っている」は 43％。 

◇年代別では 20 代が 51％で第1 位。 
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Q23. 生物多様性の危機を身近な問題と思いますか？ 
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◇「身近な問題と思う」は７１％。 

◇20 代の「身近な問題だと思う」は 60％。 

参考 
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Q24. 「ヨコハマｂプラン」における取組のうち、特に必要だと思うものは何ですか？ 経年変化 

 

 

 
 

 

 

Q34. 横浜市に優先的に取り組んでほしい取組（3 つ選択） 経年変化 
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◇「生き物のすむ川、水辺の整備」「外来生物への対策」「都市部の緑の創造」が上位。 

参考 
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水とみどりについて―――――― 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

Q34. 横浜市に優先的に取り組んでほしい取組（3 つ選択） 
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都心臨海部における緑の創出 

●優先的に横浜市に取り組んでほしい取組として「公園や道路、河川沿いの緑の保全・創出」

は経年的にみても最も高く、水や緑を身近に感じられるまちづくりが求められています。 

●『Ⅳ 市の取組に対する取組の満足度』でも見られたように、「都心臨海部など市街地で

の緑の創出」の取組で「不十分、やや不十分」の回答が多くなっているほかに、緑に関す

る環境の満足度では東部エリアにおいて全項目で平均よりも低い結果がでました。都心臨

海部における緑の創出が重要な課題であることが分かります。 

緑に関する活動の実践状況 

●緑との関わりや活動について、ウォーキングやガーデニング、地元農産物の購入など、個

人での活動は比較的行われています。一方で、里山の保全活動や公園の管理など、主に複

数の人が集まって行う活動は、十分実施されているとはいえず、活動に参加できる手法を

検討する必要があります。 

●すべての取組に共通して、3 割強から5 割強の人が「今後行ってみたい」と回答していま

す。行ってみたいという人が活動に参加しやすいよう、身近なことから活動を始められる

ようなきっかけづくりが重要です。 

◇「公園や道路、河川沿いの緑の保全・創出」は経年的にみても最も高い。 
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Q3. 横浜市内の環境についてどのように感じていますか？ 

 

 

※東部エリア：鶴見区、神奈川区、西区、中区、南区 

 
 

Q27. 緑との関わりや活動について、現在行っていること、今後行ってみたいことはありますか？ 
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◇東部エリアの緑環境に関する満足度は全項目で平均よりも低い。 

◇ウォーキングやガーデニングなど一人で行える取組はすでに行っている割合が高い。 

●：東部エリアの「大変満足している」「満足している」を合計した値 
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横浜の農について―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4. (11) 横浜産の野菜や果物を選んで買いますか？ 

 

 

 
 

Q31. 横浜産の農産物を購入しようと思う理由は何ですか？ 
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●横浜産の農産物を選んで購入する方は54％いました。今後さらに横浜産の農産物を選

んで購入していただけるような取組を進める必要があります。 

●横浜産の農産物を購入する理由としては、「新鮮な農産物を購入したい」（57%）「おい

しい農産物を購入したい」（36%）「地元の農家を応援したい」（35%）という回答が

多くありました。横浜産農産物に対する市民の評価・期待が高いことが分かります。 

◇「横浜産の農産物を選んで購入する」が 54％。 

◇「新鮮な農産物を購入したい」が 57％、「おいしい農産物を購入したい」が 36％、「地元の農家を応援

したい」が 35％。 
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東日本大震災後の環境意識の変化について―――――― 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

Q9. 東日本大震災の直後と現在を比較して、日常生活における節電やエコドライブといった省エ

ネの取組に変化はありますか？ 
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震災後の環境意識の変化 

●東日本大震災直後と現在を比較して省エネ取組状況に変化があったか伺ったところ、5

割以上の方が変わらずに省エネに取り組んでおり、約 3 割の方が震災直後よりも取り

組んでいるという結果でした。省エネ取組に対する意識は、昨年度とほぼ同水準となり

ました。意識の低下を防ぐための啓発とともに、取組に熱心な市民を意識した事業が引

き続き必要となっています。 

災害対策として求められていること 

●横浜市が災害対策として優先的に取り組むべきこととしては、震災後から継続して「ハ

ザードマップの作成」が最も高くなっています。また、「再生可能エネルギーや蓄電池

を利用した防災拠点への非常用電源の設置」「災害に強い下水道施設の整備」「省エネや

節電対策の継続的な普及啓発」は、平成23 年度と比較して増加しており、環境と防災

が両立したまちづくりが求められています。 

◇「現在も変わらず取り組んでいる｣が 54％、「震災直後より現在の方が省エネに取り組んでいる」が30％。
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Q35. 東日本大震災から3 年以上が経過したが、今後、横浜市が災害対策として優先的に取り組

むべきことは？（３つ選択） 経年変化 
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◇「再生可能エネルギーや蓄電池を利用した防災拠点への非常用電源の設置」「災害に強い下水道施

設の整備」の回答率の増加が顕著。 
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参考 

１ 横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例 

平成 7 年 3 月 24 日横浜市条例第 17 号 

目次 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 基本的施策（第７条―第 17 条） 

第３章 総合的推進のための施策（第 18 条―第 22 条） 

第４章 効果的推進のための施策（第 23 条―第 27 条） 

附則 

 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について、横浜市（以下「市」という。）、事業者

及び市民が一体となって取り組むための基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の責

務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本的事項を定めること

により、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び

将来の世代の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（1） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。 

（2） 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当

範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭

によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。 

（3） 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋

の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及

ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化

的な生活の確保に寄与するものをいう。 

 

(基本理念) 

第３条 環境の保全及び創造は、健全で恵み豊かな環境がすべての市民の健康で文化的な生

活に欠くことのできないものであることにかんがみ、これを将来にわたって維持し、及び

向上させ、かつ、現在及び将来の世代の市民がこの恵沢を享受することができるように積

極的に推進されなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、環境への負荷が少なく、持続的に発展することができる都市の

実現を目的として、エネルギーの合理的かつ効率的な利用、資源の循環的な利用その他の

環境の保全及び創造に関する行動について、市、事業者及び市民がそれぞれの責務に応じ

た役割分担の下に積極的に取り組むことによって行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、自然との触れ合いのある都市の実現を目的として、生態系の多
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様性に配慮しつつ、自然環境を維持し、及び向上させることによって行われなければなら

ない。 

４ 地球環境保全は、市、事業者及び市民が自らの課題であることを認識して、それぞれの

事業活動及び日常生活において積極的に推進されなければならない。 

 

(市の責務) 

第４条 市は、市域の自然的社会的条件に応じた総合的かつ計画的な環境の保全及び創造に

関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、自らの施策の実施に伴う環境への負荷の低減に努めなければならない。 

３ 市は、環境の保全及び創造のための広域的な取組を必要とする施策について、国及び他

の地方公共団体と協力して、その施策の推進に努めなければならない。 

 

(事業者の責務) 

第５条  事業者は、その事業活動を行うに当たって、これに伴って生ずる公害を防止し、

及び廃棄物を適正に処理し、並びに自然環境の適正な保全を図る責務を有する。 

２ 事業者は、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動

に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正な処理が図られることとなるよ

うに必要な措置を講ずる責務を有する。 

３ 事業者は、前 2 項に定めるもののほか、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行

うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されることによ

る環境への負荷の低減に資するように努めるとともに、その事業活動において、廃棄物の

発生を抑制し、及び再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、役務等を利用

するように努めなければならない。 

４ 事業者は、前 3 項に定めるもののほか、その事業活動に関し、これに伴う環境への負荷

の低減その他環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるとともに、市が実施する環境の保

全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

 

(市民の責務) 

第６条  市民は、その日常生活に伴う廃棄物の排出、騒音の発生、自動車の使用等による

環境への負荷を低減するように努めなければならない。 

２ 市民は、前項に定めるもののほか、環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるとともに、

市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

 

第 2 章 基本的施策 

(公害の防止等) 

第７条  市は、市民の健康の保護及び生活環境の保全のため、公害の防止に関して必要な

措置を講じなければならない。 

２ 市は、前項に定めるもののほか、市民の健康又は生活環境を損なうおそれのある廃棄物

の排出、騒音の発生、化学物質等による大気の汚染、水質の汚濁又は土壌の汚染等による

環境の保全上の支障を防止するために必要な措置を講じなければならない。 

 

(監視等の体制の整備) 

第８条  市は、公害その他の環境の保全上の支障の状況を把握するため、必要な監視、測
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定等に関する体制の整備に努めなければならない。 

 

(公害に係る健康被害者の保護等) 

第９条  市は、公害に係る健康被害者の保護及び健康被害の予防を図るため、必要な措置

を講じなければならない。 

２ 市は、公害その他の環境の保全上の支障に係る苦情の円滑な処理に努めなければならな

い。 

 

(自然環境の保全及び創造) 

第 10 条 市は、樹林地、農地、川、海等における多様な自然環境の適正な保全及び創造に

努めなければならない。 

２ 市は、自然環境の保全及び創造を行うに当たっては、動植物の生育環境等に配慮するこ

とにより、生態系の多様性の確保に努めなければならない。 

 

(快適な環境の確保) 

第 11 条 市は、都市の緑化、水辺の整備、快適な音の環境又は良好な景観の確保、歴史的

文化的遺産の保全等を体系的に図ることにより、潤いと安らぎのある快適な環境の確保に

努めなければならない。 

 

(エネルギーの合理的かつ効率的な利用の促進等) 

第 12 条 市は、環境への負荷の低減を図るため、エネルギーの合理的かつ効率的な利用及

び資源の循環的な利用が促進され、並びに廃棄物の発生が抑制されるように必要な措置を

講じなければならない。 

 

(環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進) 

第 13 条 市は、環境への負荷の低減に資する原材料、製品、役務等の利用が促進されるよ

うに必要な措置を講じなければならない。 

 

(環境の保全に関する施設の整備等) 

第 14 条 市は、廃棄物の処理施設、公共下水道、環境への負荷の低減に資する交通施設等

の整備及び汚泥のしゅんせつ等の環境の保全上の支障を防止し、又は防止に資するための

事業を推進しなければならない。 

 

(地球環境保全の推進等) 

第 15 条 市は、地球環境保全に資するため、地球の温暖化の防止、オゾン層の保護等に関

する施策の推進に努めるとともに、環境の保全及び創造に関する国際的な連携に努めなけ

ればならない。 

 

(環境教育の充実及び環境学習の促進) 

第 16 条 市は、環境の保全及び創造に関する教育を充実し、及び学習が促進されるように、

環境の保全及び創造に関する知識の普及等の啓発活動の推進、人材の育成、市民相互の交

流の機会の拡充その他の必要な措置を講じなければならない。 

 



 

 参考 152 

(調査研究等) 

第 17 条 市は、環境の保全及び創造に関する情報の収集に努めるとともに、科学的な調査

及び研究並びにそれらの成果の普及に努めなければならない。 

 

第 3 章 総合的推進のための施策 

(環境管理計画の策定等) 

第 18 条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

横浜市環境管理計画（以下「環境管理計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 環境管理計画は、環境の保全及び創造に関する目標、目標を達成するための施策、配慮

の指針その他の必要な事項を定めるものとする。 

３ 市長は、環境管理計画を策定するときは、市民及び事業者の意見を反映させるための必

要な措置を講ずるとともに、横浜市環境創造審議会条例（平成 6 年 6 月横浜市条例第 19

号）に基づく横浜市環境創造審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、環境管理計画を策定したときは、速やかに、これを公表しなければならない。 

５ 前 2 項の規定は、環境管理計画を変更する場合に準用する。 

（平成 18 年横浜市条例第 75 号・一部改正） 

 

(施策の策定等と環境管理計画との整合等) 

第 19 条 市は、自らの施策を策定し、又は実施するに当たって、環境管理計画との整合を

図るように努めなければならない。 

２ 市は、環境管理計画の実施に当たって、その効果的な推進及び総合的な調整を行うため

の必要な措置を講じなければならない。 

 

(年次報告書の作成、公表等) 

第 20 条 市長は、環境の状況、環境管理計画に基づき実施された施策の状況等について年

次報告書を作成し、これを公表しなければならない。 

 

(開発事業等の計画の立案に係る環境への配慮の推進) 

第 21 条 環境に著しい影響を与えるおそれのある土地の形状の変更、工作物の新設その他

これらに類する事業（以下「開発事業等」という。）を計画しようとする者は、その計画

の立案に当たって、その計画に係る環境への影響について適正に配慮し、環境の保全に努

めなければならない。 

２ 市は、前項の規定による適正な配慮を行うために必要な環境に関する情報の提供、助言

その他の必要な措置を講じなければならない。 

 

(開発事業等の計画の確定に係る環境影響評価の推進) 

第 22 条 大規模な開発事業等を実施しようとする者は、その開発事業等の計画の確定に当

たって、その開発事業等に係る環境への影響について自ら適正に調査、予測及び評価を行

い、その結果に基づき、環境の保全に努めなければならない。 

２ 市は、前項の規定による調査、予測及び評価を行うために必要な手続及び基準を定める

等必要な措置を講じなければならない。 
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第 4 章 効果的推進のための施策 

(情報の提供及び市民等の意見反映) 

第 23 条  市は、環境の状況その他の環境の保全及び創造に関する情報を適切に提供する

ように努めるとともに、環境の保全及び創造に関する施策に市民及び事業者の意見を反映

させるため、必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

 

(市民及び事業者との連携) 

第 24 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を効果的に推進するため、市民及び事業

者の参加及び協力を求める等これらの者との連携に努めなければならない。 

 

(市民及び事業者の自主的な活動の促進) 

第 25 条 市は、市民及び事業者が自主的に行う地域の緑化活動、再生資源の回収活動その

他の環境の保全及び創造に関する活動を促進するため、これらの活動に対する助成、顕彰

の実施その他の必要な措置を講じなければならない。 

 

(経済的措置) 

第 26 条 市は、市民及び事業者が環境への負荷の低減を図るために行う施設の整備、研究

開発その他これらに類する活動を促進するため特に必要があるときは、助成その他の措置

を講ずるように努めなければならない。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るため、適正な経済的負担を市民又は事業者に求める措

置についての調査及び研究を実施し、特に必要があるときは、その措置を講ずるように努

めなければならない。 

 

(事業者の環境管理に関する制度の導入の促進) 

第 27 条 市は、事業者が、その事業活動に伴って生ずる環境への負荷の低減を図るための

制度として、環境管理に関する制度を導入するように、その促進に関し必要な措置を講じ

なければならない。 

 

附則 

この条例は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 

附則（平成 18 年 12 月条例第 75 号） 抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 
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２ 環境基準等 

（１） 大気汚染に関する環境基準 

 ＜大気の汚染等に係る環境基準＞ 

物質 二酸化硫黄＊1 一酸化炭素＊１ 浮遊粒子状物質＊１ 二酸化窒素＊２ 光化学オキシ

ダント＊１ 
微小粒子状物質＊３ 

環
境
上
の
条
件 

１時間値の１日

平 均 値 が

0.04ppm 以 下

であり、かつ、１

時 間 値 が

0.1ppm 以下で

あること。 

１ 時 間 値 の １ 日

平均値が 10ppm

以 下 で あ り 、 か

つ、１時間値の８

時 間 平 均 値 が

20ppm 以下であ

ること。 

１時間値の１日平均

値が 0.10mg/m３以

下であり、かつ、１時

間値が 0.20mg/m３

以下であること。 

１時間値の１日

平 均 値 が

0.04ppm か ら

0.06ppm までの

ゾーン内又はそ

れ以下であるこ

と。 

１ 時 間 値 が

0.06ppm 以下

であること。 

１年平均値が 15μg/ m３以

下であり、かつ、１日 平 均

値が 35μg/m３以下である

こと。 

測
定
方
法 

溶 液 導 電 率 法

又 は紫 外 線 蛍

光法 

非分散型赤外分

析 計 を用 いる方

法 

濾 過 捕 集 に よ る 重

量濃度測定方法又

はこの方法によって

測 定 された重 量 濃

度 と直 線 的 な関 係

を有する量が得られ

る 光 散 乱 法 、 圧 電

天びん法若しくはベ

ータ線吸収法 

ザルツマン試薬

を用いる吸光光

度法又はオゾン

を用いる化学発

光法 

中 性 ヨウ化 カ

リ ウ ム 溶 液 を

用いる吸光光

度 法 若 しくは

電量法、紫外

線吸収法、又

はエチレンを

用いる化学発

光法 

微小粒子状物質による大

気の汚染の状況を的確に

把握することができると認め

られる場所において、濾過

捕集による質量濃度測定

方法又はこの方法によって

測定された質量濃度と等価

な値が得られると認められる

自動測定機による方法 

備
考 

１ 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が 10μm 以下のものをいう。 

２ 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化

性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 

３ 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μm 以下の粒子を 50％の割合で

分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 

環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については適

用しない。 
＊１ 大気の汚染に係る環境基準について  ：昭和 48 年５月８日 環境庁告示第 25 号 

最近改正 平成８年 10 月 25 日 環境庁告示第 73 号 

＊２ 二酸化窒素に係る環境基準について  ：昭和 53 年７月 11 日 環境庁告示第 38 号最近改正 

平成８年 10 月 25 日 環境庁告示第 74 号 

＊３ 微小粒子状物質に係る環境基準について：平成 21 年９月９日 環境省告示第 33 号 

 

＜有害大気汚染物質（ベンゼン等）に係る環境基準＞ 
平成９年２月４日 環境庁告示第４号  

最近改正 平成 13 年４月 20 日 環境省告示第 30 号  

物質 ベンゼン トリクロロエチレン テトラクロロエチレン ジクロロメタン 

環
境
上

の
条
件

一年平均値が 0.003mg/m
３以下であること。 

一年平均値が 0.2mg/m３

以下であること。 

一年平均値が 0.2mg/m３

以下であること。 

一年平均値が 0.15mg/m３

以下であること。 

測
定
方
法 

キャニスター若しくは捕集

管 により採 取 した試 料 を

ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法

又はこれと同等以上の性

能 を有 すると認 められる

方法 

キャニスター若しくは捕集

管 により採 取 した試 料 を

ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法

又はこれと同等以上の性

能 を有 すると認 められる

方法 

キャニスター若しくは捕集

管 により採 取 した試 料 を

ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法

又はこれと同等以上の性

能 を有 すると認 められる

方法 

キャニスター若しくは捕集

管 により採 取 した試 料 を

ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法

又はこれと同等以上の性

能 を有 すると認 められる

方法 

環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない場所については適用しない。 
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（２）悪臭防止法の定める悪臭物質と規制基準 
昭和 48 年５月 31 日 横浜市告示第 129 号  

最近改正 平成７年４月５日 横浜市告示第 87 号 

悪臭物質名 規制基準 悪臭物質名 規制基準 

アンモニア 1   ppm イソバレルアルデヒド 0.003 ppm 

メチルメルカプタン 0.002 ppm イソブタノール 0.9   ppm 

硫化水素 0.02  ppm 酢酸エチル 3    ppm 

硫化メチル 0.01  ppm メチルイソブチルケトン 1    ppm 

二硫化メチル 0.009  ppm トルエン 10   ppm 

トリメチルアミン 0.005  ppm スチレン 0.4   ppm 

アセトアルデヒド 0.05  ppm キシレン 1    ppm 

プロピオンアルデヒド 0.05  ppm プロピオン酸 0.03  ppm 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 ppm ノルマル酪酸 0.001 ppm 

イソブチルアルデヒド 0.02  ppm ノルマル吉草酸 0.0009 ppm 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009  ppm イソ吉草酸 0.001  ppm 

＊規制基準は敷地境界線での基準のみを示す。 

 
（３）騒音に関する環境基準・道路交通騒音の要請限度及び道路交通振動の要請限度 

＜騒音の環境基準（一般環境）＞ 

地域の類型 
LAeq :等価騒音レベル   dB(A) 

昼間 
（午前６時～午後 10 時） 

夜間 
（午後 10 時～午前６時） 

ＡＡ 50 デシベル以下 40 デシベル以下 

Ａ及びＢ 55 デシベル以下 45 デシベル以下 

Ｃ 60 デシベル以下 50 デシベル以下 
                 （注：横浜市にはＡＡにあてはまる地域はない。） 

 
＜騒音の環境基準（道路に面する地域については下表のとおりとする）＞ 

地域の区分 
LAeq :等価騒音レベル    dB(A) 
昼間 

（午前６時～午後 10 時）

夜間 
（午後 10 時～午前６時）

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有す

る道路に面する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有す

る道路に面する地域及びＣ地域のうち

車線を有する道路に面する地域 
65 デシベル以下 60 デシベル以下 

 
この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例と

して次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 
LAeq :等価騒音レベル    dB(A) 
昼間 

（午前 6 時～午後 10 時） 
夜間 

（午後 10 時～午前 6 時） 
70 デシベル以下 65 デシベル以下 

＊「幹線交通を担う道路」：高速自動車国道、自動車専用道路、一般国道及び都道府県道並びに

４車線以上の市町村道をいう。  
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＜道路交通騒音の要請限度＞ 

騒音規制法第１７条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度  

 区域の区分 
LAeq :等価騒音レベル   dB(A) 

昼間 
（午前６時～午後 10 時）

夜間 
（午後 10 時～午前６時）

１ 
ａ区域及び  ｂ区域のうち１車線を有

する道路に面する区域 
65 デシベル 55 デシベル 

２ 
ａ区域のうち２車線以上の車線を有す

る道路に面する区域 
70 デシベル 65 デシベル 

３ 
ｂ区域のうち２車線以上の車線を有す

る道路に面する区域及びｃ区域のうち

車線を有する道路に面する地域 
75 デシベル 70 デシベル 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する区域（２車線以上の車線を有する道路

の場合は、道路の敷地の境界線から 15m、２車線を超える車線を有する道路の場合は、道路

の敷地の境界線から 20m までの範囲をいう。）に係る限度は、上表にかかわらず、昼間にお

いては 75 デシベル、夜間においては 70 デシベルとする。 
 
地域の類型、区域区分 

環境基準の地域の類型 騒音規制法の区域の区分 都市計画法による用途地域 

Ａ地域 ａ区域 

第１種低層住居専用地域 

第２種低層住居専用地域 

第１種中高層住居専用地域 

第２種中高層住居専用地域 

Ｂ地域 ｂ区域 

第１種住居地域 

第２種住居地域 

準住居地域 

無指定 

Ｃ地域 ｃ区域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

 
＜自動車騒音の限度＞ 
騒音規制法第 17 条第１項の規定により、この限度を超えて周辺の生活環境が著しくそこな

われると認めるときは、市長は公安委員会に対し、道路交通法による規制措置をとるよう要

請することができ、また、道路管理者又は関係行政機関の長に対して、自動車騒音の大きさ

の減少に資する事項に関し、意見を述べることができる。  
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＜道路交通振動の要請限度＞ 

振動規制法第 16 条第１項に基づく道路交通振動の限度 
昭和 51 年 11 月 10 日  総理府令第 58 号、振動規制法施行規則別表第２ 

 
昼間 

（午前８時～午後７時） 
夜間 

（午後７時～午前８時） 

第１種区域 65 デシベル 60 デシベル 
第２種区域 70 デシベル 65 デシベル 

 
区域の区分 

振動規制法の区域の区分 都市計画法による用途地域 

第１種区域 

第１種低層住居専用地域 
第２種低層住居専用地域 
第１種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 
第１種住居地域 
第２種住居地域 
準住居地域 
無指定 

第２種区域 

近隣商業地域 
商業地域 
準工業地域 
工業地域 

 
＜道路交通振動の限度＞ 
振動規制法第 16 条第１項の規定により、この限度を超えて周辺の生活環境が著しく損なわ

れていると認められるときは、市長は、道路管理者に道路交通振動の防止のための舗装、維

持又は修繕の措置を執るべきことを要請し、又は、公安委員会に対し道路交通法の規定によ

る措置を執るべきことを要請するものとする。  
 

＜新幹線鉄道騒音の環境基準＞ 
 昭和 50 年７月 29 日  環境庁告示第 46 号 

最近改正：平成 12 年 12 月 14 日 環境省告示第 78 号 
地域の類型 基準値 都市計画法による用途地域（参考） 

Ⅰ 70 デシベル以下 

第１種低層住居専用地域 

第２種低層住居専用地域 

第１種中高層住居専用地域 

第２種中高層住居専用地域 

第１種住居地域 

第２種住居地域 

準住居地域 

無指定 

Ⅱ 75 デシベル以下 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 
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＜新幹線鉄道振動の指針値 （要旨）＞ 

・70 デシベルを超える地域について、緊急に振動源及び障害防止対策等を講じること。

・病院、学校その他特に静穏の保持を要する施設の存する地域については、特段の配

慮をするとともに、可及的速やかに措置すること。 
 

（４）水質汚濁に関する環境基準等 （抜粋） 

＜水質汚濁に係る環境基準＞ 
公布（公共用水域）：昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号 

最近改正：平成 25 年３月 27 日 環境省告示第 30 号 
公布（地下水）：平成９年３月 13 日 環境庁告示第 10 号 

最近改正：平成 26 年３月 20 日 環境省告示第 40 号 
ア 人の健康の保護に関する環境基準・地下水の水質汚濁に係る環境基準 

項目 環境基準値 項目 環境基準値 

カドミウム 0.003   mg/L 以下 1,1,1-トリクロロエタン 1      mg/L 以下

全シアン 検出されないこと 1,1,2-トリクロロエタン 0.006  mg/L 以下

鉛 0.01   mg/L 以下 トリクロロエチレン 0.03   mg/L 以下

六価クロム 0.05   mg/L 以下 テトラクロロエチレン 0.01   mg/L 以下

砒素 0.01   mg/L 以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002  mg/L 以下

総水銀 0.0005 mg/L 以下 チウラム 0.006  mg/L 以下

アルキル水銀 検出されないこと シマジン 0.003  mg/L 以下

PCB 検出されないこと チオベンカルブ 0.02   mg/L 以下

ジクロロメタン 0.02   mg/L 以下 ベンゼン 0.01   mg/L 以下

四塩化炭素 0.002  mg/L 以下 セレン 0.01   mg/L 以下

塩化ビニルモノマー（＊） 0.002  mg/L 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10     mg/L 以下

1,2-ジクロロエタン 0.004  mg/L 以下 ふっ素 0.8    mg/L 以下

1,1-ジクロロエチレン 0.1    mg/L 以下 ほう素 1      mg/L 以下

1,2-ジクロロエチレン（＊） 0.04   mg/L 以下 1,4-ジオキサン 0.05   mg/L 以下

シス-1,2-ジクロロエチレン（＃） 0.04   mg/L 以下   

基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については最高値とする。 
海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 
公共用水域と地下水を対象とするが、＃印は公共用水域のみ、＊印は地下水のみを対象とする。 
 

イ 生活環境の保全に関する環境基準 

河 

川 

項
目 

 

類
型

利用目的の適応性 

基準値 

水素イオン
濃度 
(pH) 

生物化学的酸
素要求量 
(BOD) 

浮遊物質量 
(SS) 

溶存酸素量 
(DO) 

大腸菌群数

Ｂ 
水道３級 
水産２級 
及びＣ以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

3mg/L 以下
25mg/L 
以下 

5mg/L 以上 
5,000 

MPN/100mL 以
下 

Ｃ 
水産３級 
工業用水１級 
及びＤ以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

5mg/L 以下
50mg/L 
以下 

5mg/L 以上 ― 

Ｄ 
工業用水２級 
農業用水 
及びＥの欄に掲げるもの 

6.0 以上 
8.5 以下 

8mg/L 以下
100mg/L 
以下 

2mg/L 以上 ― 

Ｅ 
工業用水３級 
環境保全 

6.0 以上 
8.5 以下 

10mg/L 
以下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと 

2mg/L 以上 ― 

基準値は日間平均値とする。大腸菌群数に係る基準値については、当分適用しない。 
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海 

域 

項
目 

 
 

 
 

 

 
 

類
型 

利用目的の 
適応性 

基準値 
水素イオン

濃度 
(pH) 

化学的酸素

要求量 
(COD) 

溶存酸素量

(DO) 
大腸菌群数 

n-ヘキサン

抽出物質 

Ｂ 

水産２級 
工業用水及びＣ

の欄に掲げるも

の 

7.8 以上  
8.3 以下  

3mg/L 以下 5mg/L 以上 ― 
検出されな

いこと 

Ｃ 環境保全 
7.0 以上  
8.3 以下  

8mg/L 以下 2mg/L 以上 ― ― 

基準値は日間平均値とする。 
 

海 
 

域 

項
目 

   

類
型

利用目的の適応性 
基準値 

全窒素 全りん 

Ⅲ 
水産２種及びⅣの欄に掲げるもの

（水産３種を除く） 
0.6mg/Ｌ以下 0.05mg/Ｌ以下 

Ⅳ 
水産３種、工業用水 
生物生息環境保全 

1mg/Ｌ以下  0.09mg/Ｌ以下 

基準値は表層の年間平均値とする。 
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＜有害物質項目及び排水基準＞ 

公布：昭和 46 年６月 21 日 総理府令第 35 号 
最近改正：平成 26 年 11 月 4 日 環境省令第 30 号 

有害物質の種類 排水基準(許容限度) 

有
害
物
質 

カドミウム及びその化合物 0.03     mg/L 
シアン化合物 1       mg/L 
有機燐化合物(パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN
に限る。) 

0.2     mg/L 

鉛及びその化合物 0.1     mg/L 
六価クロム化合物 0.5     mg/L 
砒素及びその化合物 0.1     mg/L 
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005   mg/L 
アルキル水銀化合物 検出されないこと 
ポリ塩化ビフェニル 0.003   mg/L 
トリクロロエチレン 0.3     mg/L 
テトラクロロエチレン 0.1     mg/L 
ジクロロメタン 0.2     mg/L 
四塩化炭素 0.02    mg/L 
1,2-ジクロロエタン 0.04    mg/L 
1,1-ジクロロエチレン 1     mg/L 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4     mg/L 
1,1,1-トリクロロエタン 3       mg/L 
1,1,2-トリクロロエタン 0.06    mg/L 
1,3-ジクロロプロペン 0.02    mg/L 
チウラム 0.06    mg/L 
シマジン 0.03    mg/L 
チオベンカルブ 0.2     mg/L 
ベンゼン 0.1     mg/L 
セレン及びその化合物 0.1     mg/L 
ほう素及びその化合物 10(230) mg/L 
ふっ素及びその化合物 8(15)   mg/L 
アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 100     mg/L 
1,4-ジオキサン 0.5     mg/L 

有機燐化合物の排水基準は水質汚濁防止法第３条第３項の規定による排水基準を定める条例による。 

ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物について、()内の数値は海域に排出する場合の排水基

準を示す。 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物の排水基準は、アンモニア性窒素に

0.4 を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量をいう。 
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（５）横浜市における水域区分ごとの達成目標及び補助目標  

＜河川域＞ 
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＜海域＞ 

 

（注）水域区分の対応は、以下のとおり。 

河川域 海 域 

Ⅰ．「源流～上流域」 Ⅰ．「砂浜域」 

Ⅱ．「上流～下流域」 Ⅱ．「干潟域」 

Ⅲ．「感潮域」 Ⅲ．「港湾域」 

 Ⅳ．「その他の沿岸域」 

 

＊１）水深・流速の補助目標値は、「晴天時の平均的な値」とする。 

＊２）水深の補助目標値欄の（ ）内の数値は、代表的な値である。 

 

＊平成 12 年 10 月 31 日類型指定の変更で入江川、帷子川、大岡川、宮川、侍従川はＥ類型か

らＢ類型になったため、水域区分に新たにⅠⒷ 、ⅡⒶ 、ⅢＡを設定しました。なお、新水

域区分は平成 13 年度から適用しています。 
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域区分は平成 13 年度から適用しています。 

横浜市の水域区分の一覧表 

（河川域） 

区分 水 系 水  域 区分 水 系 水  域 

ⅠA 

鶴見川 

寺家川 

ⅡⒶ

入江川 入江川（寺尾橋より上流） 

岩川 
帷子川 

帷子川（矢指川合流点より宮川橋まで）

梅田川・台村川 今井川 

帷子川 

堀谷戸川 

大岡川 

大岡川（田中橋から弘岡橋） 

矢指川 日野川 

大岡川 大岡川（田中橋より上流） 

ⅡA 

鶴見川 

江川 

宮川 宮川（左支流合流点より上流） 早渕川 

侍従川 侍従側（新川橋より上流） 柏尾川 
柏尾川（平戸永谷川合流点より久保橋ま

で） 

柏尾川 

名瀬川 ⅡB 鶴見川 鶴見川（市境より大綱橋まで） 

舞岡川 

ⅡC 

鶴見川 
恩田川（市境より下流、鶴見川本川合流

点まで） 

いたち川（城山橋より上流） 
柏尾川 

柏尾川（久保橋から市境まで） 

ⅠⒷ 帷子川 

帷子川（矢指川合流点より上流） いたち川（城山橋より下流） 

二俣川 境川 境川（市域全川） 

中堀川 

ⅢA 

入江川 入江川（寺尾橋より下流） 

市沢川 帷子川 帷子川（宮川橋より下流） 

くぬぎ台川 大岡川 大岡川（弘岡橋より下流） 

ⅠB 

鶴見川 

奈良川 宮川 宮川（左支川合流点より下流） 

黒須田川 侍従川 侍従川（新川橋より下流） 

大熊川 Ⅲ 鶴見川 鶴見川（大綱橋より下流） 

鳥山川   

柏尾川 
阿久和川 

平戸永谷川 

境川 

大門川 

相沢川 

和泉川 

宇田川 

※ⅠⒷ・ⅡⒶ・ⅢA は平成 13 年度より適用 

 

（海域） 
区分 水 域 

Ⅰ 金沢湾 

Ⅱ 平潟湾 

Ⅲ 

鶴見川河口先海域 

横浜港（内港） 

根岸湾 

Ⅳ 上記の海域の外海で横浜市の関連する海域 
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（６）土壌汚染に関する環境基準 
平成３年８月 23 日 環境庁告示第 46 号 

最近改正 平成 26 年３月 20 日 環境省告示第 44 号 
項目 環境上の条件 

カドミウム 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1kg
につき 0.4 ㎎以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 
有機燐 検液中に検出されないこと。 
鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 
砒素 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る。）にお

いては、土壌 1kg につき 15mg 未満であること。 
総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 
アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 
ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 
銅 農用地（田に限る。）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であるこ

と。 
ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 
四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 
1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 
シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 
1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 
1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg 以下であること。 
テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 
チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 
ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 
ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 
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（７）ダイオキシン類の環境基準等 
＜ダイオキシン類に係る環境基準＞ 

平成 11 年 12 月 27 日 環境庁告示第 68 号 
最近改正 平成 21 年３月 31 日 環境省告示第 11 号 

媒体 基準値 測定方法 

大気 
0.6pg-TEQ/m3

以下 

ポリウレタンフォームを装着した採取筒をろ紙後段に取り

付けたエアサンプラーにより採取した試料を高分解能ガス

クロマトグラフ質量分析計により測定する方法 
水質 (水底の底質を

除く) 
1pg-TEQ/L 以下 日本工業規格 K0312 に定める方法 

水底の底質 
150pg-TEQ/g 
以下 

水底の底質中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽

出し、高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定す

る方法 

土壌 
1,000pg-TEQ/g
以下 

土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、高

分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法

（ポリ塩化ジベンゾフラン等（ポリ塩化ジベンゾフラン及び

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンをいう。以下同じ。）

及びコプラナーポリ塩化ビフェニルをそれぞれ測定するも

のであって、かつ、当該ポリ塩化ジベンゾフラン等を２種類

以上のキャピラリーカラムを併用して測定するものに限

る。） 

備考 
１ 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
２ 大気及び水質(水底の底質を除く。)の基準値は、年間平均値とする。 
３ 土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガ

スクロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマト

グラフ三次元四重極形質量分析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方

法を除く。以下「簡易測定方法」という。）により測定した値（以下「簡易測定値」という。）

に２を乗じた値を上限、簡易測定値に 0.5 を乗じた値を下限とし、その範囲内の値をこの

表の土壌の欄に掲げる測定方法により測定した値とみなす。 
４ 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の

量が 250pg-TEQ／ｇ以上の場合（簡易測定方法により測定する場合にあっては、簡易測定

値に２を乗じた値が 250pg-TEQ／ｇ以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。 
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＜ダイオキシン類対策特別措置法の大気基準適用施設と大気排出基準＞ 

項 
番 
号 

特定施設の種類 

排出基準 
（単位：pg-TEQ/L）  

新設施設 
既設施設 

～

H14.11.30 
H14.12.1

～ 

１ 
焼結鉱（銑鉄の製造の用に供するものに限る。）の製造の

用に供する焼結炉であって、原料の処理能力が 1 時間当た

り 1 トン以上のもの 
0.1 2 1 

２ 
製鋼の用に供する電気炉（鋳鋼又は鍛鋼の製造の用に供す

るものを除く。）であって、変圧器の定格容量が 1,000 キ

ロボルトアンペア以上のもの 
0.5※  20 5 

３ 

亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじ

んであって、集じん機により集められたものからの亜鉛の

回収に限る。）の用に供する焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、溶

解炉及び乾燥炉であって、原料の処理能力が 1 時間当たり

0.5 トン以上のもの 

1 40 10 

４ 

アルミニウム合金の製造（原料としてアルミニウムくず

（当該アルミニウム合金の製造を行う工場内のアルミニ

ウムの圧延工程において生じたものを除く。）を使用する

ものに限る。）の用に供する焙焼炉、溶解炉及び乾燥炉で

あって、焙焼炉及び乾燥炉にあっては原料の処理能力が 1
時間当たり 0.5 トン以上のもの、溶解炉にあっては容量が

１トン以上のもの 

1 20 5 

５ 

廃棄物焼却炉であって、火床面積（廃棄

物の焼却施設に二以上の廃棄物焼却炉

が設置されている場合にあっては、それ

らの火床面積の合計）が 0.5m2 以上又

は焼却能力（廃棄物の焼却施設に 2 以上

の廃棄物焼却炉が設置されている場合

にあっては、それらの焼却能力の合計）

が 1 時間当たり 50kg 以上のもの 

4t/時以上 0.1※  

80 

1 

2～4t/時  1※ 5 

2t/時未満 5※ 10 

※既存施設の一部で、平成９年 12 月２日以降、平成 12 年１月 14 日までに設置されたもの

のうち、既に大気汚染防止法により抑制基準が適用されていた施設は新設施設の基準が適用

される。 



 

 

167 参考  

＜ダイオキシン類対策特別措置法の水質基準対象施設と水質排出基準＞ 
号  
番  
号  

特定施設の種類  
排出基準

（pg-TEQ
/L）  

１  
硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）の製造の用に供する

塩素又は塩素化合物による漂白施設  

10 

２  カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設  
３  硫酸カリウムの製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設  
４  アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設  

５  
担体付き触媒の製造（塩素又は塩素化合物を使用するものに限る。）の用に供する焼成炉から発

生するガスを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設  
６  塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設  

７  
カプロラクタムの製造（塩化ニトロシルを使用するものに限る。）の用に供する施設のうち、次

に掲げるもの  
 イ  硫酸濃縮施設  ロ シクロヘキサン分離施設  ハ 廃ガス洗浄施設  

８  
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの  
 イ  水洗施設  ロ 廃ガス洗浄施設  

９  
4-クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの  
 イ ろ過施設  ロ 乾燥施設  ハ 廃ガス洗浄施設  

10 
2,3-ジクロロ-1,4 ナフトキノンの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの  
 イ ろ過施設  ロ 廃ガス洗浄施設  

11 

8･18-ジクロロ-5･15-ジエチル-5･15-ジヒドロジインドロ［3･2-b:3’･2’-m］トリフェノジオキサジ

ン (別名  ジオキサジンバイオレット。ハにおいて単に「ジオキサジンバイオレット」という。 )
の製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの  

イ ニトロ化誘導体分離施設及び還元誘導体分離施設  
ロ ニトロ化誘導体洗浄施設及び還元誘導体洗浄施設  
ハ ジオキサジンバイオレット洗浄施設  
ニ 熱風乾燥施設  

12 
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガスを処

理する施設のうち、次に掲げるもの  
 イ 廃ガス洗浄施設  ロ 湿式集じん施設  

13 
亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって、集じん機により集められ

たものからの亜鉛の回収に限る。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの  
イ 精製施設  ロ 廃ガス洗浄施設  ハ 湿式集じん施設  

14 

担体付き触媒（使用済みのものに限る。）からの金属の回収（ソーダ灰を添加して焙焼炉で処理

する方法及びアルカリにより抽出する方法（焙焼炉で処理しないものに限る。）によるものを除

く。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの  
 イ ろ過施設  ロ 精製施設  ハ 廃ガス洗浄施設  

15 

別表第１第５号に掲げる廃棄物焼却炉から発生するガスを処理する施設のうち次に掲げるもの

及び当該廃棄物焼却炉において生ずる灰の貯留施設であって汚水又は廃液を排出するもの  
（別表第１第５号：廃棄物焼却炉であって、火床面積（廃棄物の焼却施設に二以上の廃棄物焼却

炉が設置されている場合にあっては、それらの火床面積の合計）が 0.5m2 以上又は焼却能力（廃

棄物の焼却施設に二以上の廃棄物焼却炉が設置されている場合にあっては、それらの焼却能力の

合計）が 1 時間当たり 50kg 以上のもの）  
 イ 廃ガス洗浄施設   ロ 湿式集じん施設  

16 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第７条第 12 号の２及び

第 13 号に掲げる施設  

17 

フロン類（特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令（平成六年政令第三百八

号）別表一の項、三の項及び六の項に掲げる特定物質をいう。）の破壊（プラズマを用いて破壊

する方法その他環境省令で定める方法によるものに限る。）の用に供する施設のうち、次に掲げ

るもの  
 イ プラズマ反応施設  ロ 廃ガス洗浄施設  ハ 湿式集じん施設  

18 
下水道終末処理施設（第１号から前号まで及び次号に掲げる施設に係る汚水又は廃液を含む下水

を処理するものに限る。）  

19 
第１号から第 17 号までに掲げる施設を設置する工場又は事業場から排出される水（第１号から

第 17 号までに掲げる施設に係る汚水若しくは廃液又は当該汚水若しくは廃液を処理したものを

含むものに限り、公共用水域に排出されるものを除く。）の処理施設（前号に掲げるものを除く。）
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